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小口彦太
まえがき
　本資料は1979年制定にかかる現行刑法典の，90年までの段階での変容
の状況を把握することを目的として作成したものである。本資料にみら
れるように，中国刑法典は総則，各則双方において相当広範囲にわたる
変容を受けており，特に刑法典の各則は条文をみただけではもはやその
十全な理解を得られない。日本であれば，刑法典各条文の修正は，その
条文自体の改正という立法手続を踏んで行なわれるわけであるから，当
該法典の条文をみれば一応（という意味は実際には判例をみなければ条文の＋分
なる理解は得られないが）その内容を把握することができる。ところが，中
国の刑法典はそうした修改正手続を現実にはとっていない。憲法では全
人代に基本的法律類の制定権を付与しているが，実際には憲法67条にも
とづいて全人代常務委員会が別途単行法規の形式でもって刑法典の各条
文の修正を施している。さらに，中国法の全容を知るうえで重要なのが，
司法解釈文書（r司法解釈文件」）の類である。これは本来は当該条文の枠内
での純然たる解釈行為に限定されるべきもので，立法を結果させること
は違憲となる。そして，81年6月の全人代常務委員会の「法律解釈工作一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　九を強化することに関する決議」でも，法院および検察院の解釈（司法解釈）○
は裁判・検察業務における具体的な法の適用面での解釈に限定され，全
人代常務委員会の立法解釈のように，立法による規定化の方式で法律条
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文の内容を明確化したり，補充したりすることは許されていない。しか
し，以下にみるように，この司法解釈の中には事実上の立法行為と判断
せざるを得ない各種規定が多数含まれており，しかもその中には既存の
刑法典の枠を逸脱するものが含まれている（こうした中国法の立法方式面で
の問題については拙稿「中国刑法典施行の十年」，利谷信義編『法における近代と現代』
所収，日本評論社，近刊予定で，簡単に触れているので参照されたい）。したがって，
現行刑法典の修正・変容の状況を知るためにはこの司法解釈文書にも目
を配らねばならない。
　以上が本資料作成の趣旨である。ただ，刑法典の修正ということでど
の範囲までを採るかということが問題となる。上記単行法および司法解
釈文書類には既存の刑法典の内容の修正に関するものの他に，もちろん
刑法各条文の意味の具体化，特定化，基準化を目的として公布されたも
のが多数含まれる。量からいったら後者の方が多数を占める。しかし，
それらを際限なく掲げることは，刑法典の修正状況の把握という目的か
ら外れるので，収録の対象からは外した（但し，当該刑法典の条文の意味内容
および犯罪成立要件の具体化・特定化のうえで重要と思われる　　それは結局筆者自
身の主観的判断になってしまうが一補充法規類は参考までに採録することにし
た）。もっとも，実際には修正と補充の厳密な区別は困難であり，筆者の
判断の誤りによって，あるいは見落としによって本来収録すべき修正規
定類を欠落させていることは十分あり得る。そうした欠落部分は追って
補充していくことにして，先ずは学生に対して中国法（ここでは刑法の部）
の講義をするさいの補助教材になれば本稿作成の目的は一応達成された
ことになる。
天
九　　凡例
　　　①筆者補は［］で表記する。
　　　②修正箇所については，先ず刑法典の規定を掲げ，その後に修正規定類を記す。
2
　　　　　　　　　中国刑法典修正関係法規・司法解釈文書集成（総則編）
修正の各規定は年代順に一，二，三…　で表わし，補一条，補二条，補三条・一
と呼称する。その公布主体，法規・文書名，公布日時等は当該補条文の末尾に（）
で掲示する。
③《》は原資料で用いられている符号である。
④最高人民法院と最高人民検察院が連名で出している司法解釈文書については
「両高」とのみ表記する。
⑤注記は刑法典各条文の修正に関する筆者のメモである。
⑥刑法典の条文の翻訳はしばしば浅井敦・平野龍一編『中国の刑法と刑事訴訟法』
（東京大学出版会，1982年）を引用したが，一々その旨を注記しない。
⑦本稿作成の資料として参照した文献は以下のとおりである。
　『刑事審判手冊』（第一輯，人民法院出版社，1986年）
　『中華人民共和国法律全書』（吉林人民出版社，1989年）
　『刑事審判手冊』（第二輯，人民法院出版社，1989年）
　『新中国司法解釈大全』（中国検察出版社，1990年）
　『中華人民共和国法律規範性解釈集成』（吉林人民出版社，1990年）
　『中華人民共和国検察業務全書』（吉林人民出版社，1991年）
　『最高人民法院公報』
　『全国人民代表大会公報』
刑法典の時間的適用（遡及効の禁止）
9条「本法は1980年1月1日より発効する。中華人民共和国成立以後本
法施行以前の行為は，もし当時の法律，法令，政策が犯罪と認めていな
ければ，当時の法律，法令，政策を適用する。もし当時の法律，法令，
政策が犯罪と認めているものは，本法総則第四章第八節の規定によって
訴追すべきものは，当時の法律，法令，政策によって刑事責任を追求す
る。但しもし本法が犯罪と認めず，または軽く処断するものは，本法に
従う。」
一　本決定は1982年4月1日より施行する。およそ本決定施行以前の　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入
犯罪［法の時間的適用で直接間題になるのは密輸，外貨闇取引，投機　八
不正取引，窃盗，麻薬販売，貴重文物密輸出の各罪（これについては最高
刑を死刑にまで引き上げる），収賄（これついては横領罪を類推適用して最高刑死
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刑とする），左記各犯罪者を職務を利用して蔵匿し，または罪証を隠匿す
る犯罪（これは司法工作要員不正裁判罪によって処断する〉，国家工作要員の親
族またはすでに退職した元国家工作要員による隠匿・蔵匿犯罪（これに
ついては反革命罪犯蔵匿・隠避罪を適用する）］で，1982年5月1日以前に自
首し，あるいはすでに逮捕され，ありのままに全部の犯罪行為を自白
し，さらにその他の犯罪者の犯罪事実をありのままに告発したものは，
一律に本決定施行以前の関連法律の規定によって処理する。およそ
1982年5月1日以前に犯された犯罪行為で，それを隠し続け，自首し
なかったもの，あるいは本人の全部の犯罪行為をありのままに自白し
なかったもの，または他の犯罪者の犯罪事実を告発しなかったものは，
継続犯罪として，一律に本決定によって処断する。（82年3月8日全人代
常務委員会「重大経済破壊事犯を厳しく処罰することに関する決定」二条）
　　二全人代常務委員会の《社会治安に重大な危害を及ぼす犯罪分子を
　　厳しく処罰することに関する決定》第三条は，“本決定公布後上記の犯
　　罪案件［無頼犯罪集団犯の首要分子，凶器携帯の無頼犯罪で情状が重
　　大なもの，危害が特に重大な無頼罪，故意傷害・傷害致死で情状が悪
　　質な行為，同犯罪者の捜査・逮捕等の司法当局および告発した公民に
　　対する傷害，銃器・弾薬・爆発物の不法製造・売買・輸送・窃盗で情
　　状が重大なもの，反動的会道門を組織して封建的迷信を利用して反革
　　命活動を行なう罪で社会治安に重大な危害を及ぼすもの，婦女強制売
　　春罪，婦女勧誘・収容売春罪で情状が特に重大なもの］を審判すると
　　　きは，本決定を適用する”と規定する。したがって，この決定公布後，
一　　決定が列挙している案件に対して人民法院が第一審，第二審を行なう
八
七　　ときは，この決定を適用する。すでに判決が法的効力を生じている案
　　件に対しては，もし犯罪分子に漏れた犯罪があることを発見し，審判
　　　を行なうときは，本決定を適用し，あわせて数罪併罰［数罪併罰に関
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する刑法典の規定については後掲64条・65条・66条の項参照］でもっ
て判決を下す。しかしこの決定が公布される前に法的効力が生じてい
る判決は，もしそれが確かに誤りがあることが発見され，現在裁判監
督手続にもとづいて判決を改める必要があるものは，この決定を適用
せず，なお刑法および本決定以前の刑法補充改正規定を適用する。（83
年9月20日最高人民法院「人民法院が重大刑事犯罪案件を裁判する中で具体的に法
を適用するうえでの若干の問題に関する答復」五）
三　　［森林を窃盗・乱伐し，その数量が巨額にのぼるものは，特別法
としての刑法128条の森林窃盗・乱伐罪ではなく，それより重き刑を定
める一般法としての刑法152条の窃盗罪でもって処断することに関す
る］本解釈公布以前に，行政主管部門，司法機関がすでに処理した案
件は，一般に変動させない。本解釈公布以後なおいまだ処理されてい
ない案件，または現在処理中の案件は，本解釈の規定により処理する。
（87年9月5日両高「林木窃盗罪・乱伐罪案件処理の法律適用の若干の問題に関す
る解釈」十二）
四　　［企業・事業単位，機関，団体の投機不正取引活動についての行
政罰，刑事罰の適用基準の具体化，適用範囲の拡大等を内容とする］
本規定公布以前，最高人民法院・最高人民検察院の《当面の経済犯罪
案件処理中の具体的法適用の若干の間題に関する解答（試行）》中の関係
規定によって処理された案件は，変動させない。本規定公布後，いま
だなお処理していない，または現在処理中の案件は，本規定によって
処理する。（89年3月15日両高r当面の企業事業単位，機関，団体による投機不正　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　杢
取引犯罪案件に関する規定」四）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ
五　《最高人民法院・最高人民検察院の，狼褻物品刑事案件の処理に
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おける具体的な法適用に関する規定》第二条［営利を目的とする狼褻
物品製作・販売行為につき，刑法118条の投機不正取引罪＝最高刑懲役
10年を適用する旨の90年7月6日付けの規定］によって処罰する犯罪
行為で，なおいまだ処理していないもの，あるいは現に処理中のもの
は，いずれももはや投機不正取引罪で処断せず，《決定》［90年12月28
日全人代常務委員会「狼褻物品密輸，製作，販売，伝播犯罪分子処罰
に関する決定］第二条中の関係規定［営利を目的とする狸褻物品製作・
複製・販売・伝播行為者に対する3年以下の懲役，情状重大な場合の
3年以上10年以下の懲役，情状が特に重大な場合の最高刑無期懲役，
情状が比較的軽い場合の行政罰を規定］によって刑事責任を追求しな
ければならない。（91年1月7日最高人民法院「《全人代常務委員会の，狸褻物品
密輸，製作，販売，伝播犯罪分子処罰に関する決定》を正確に執行することに関す
る通知」二）
　注記
　　刑法9条は刑法典の時間的適用に関する一般的規定であり，「旧に従
　い，軽きに従う」，すなわち行為時の法により，且つ新法が被告人に有利
　な場合に限って遡及させることを内容とする。この点に関する限りでは
　罪刑法定主義下の法適用原則と同じである。1950年代に反革命処罰条例
　等において刑罰の遡及効が付与されていたことを考えると，この79年刑
　法典の規定は中国法では画期的意義を有する。しかしこの規定もその後，
　個別的に否定されつつある。たしかに一方では，例えば88年1月27日の
　両高の「正しく二つの《補充規定》を執行することに関する通知」にお
一　ける，「この［密輸罪処罰補充規定および横領罪・賄賂罪処罰補充規定の］
八
五　二っの《補充規定》公布・施行以前に発生し，公布・施行以後いまだな
　お処理されていない案件もしくは現在処理中の案件は，どのように法を
　適用すべきかという問題については，刑法9条の規定する原則によって
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処理する」との判断にみられるように，9条の原則を確認する解釈文書
もある。しかし他方で，補一条～五条にみられるように，特定犯罪類型
についてこの行為時の法によるとの一般原則を否定する規定も現われて
きている。一種の先祖帰り的現象である。しかし，こうした先祖帰り現
象については問題がある。中国刑法学界でも一応罪刑法定の原則が掲げ
られていることを想起すると，補一条は別にしても，全人代に比べたら
下位の立法機関である全人代常務委員会の立法でもって「基本原則」を
修正できるか憲法上疑義があるからである。まして立法権を付与されて
いない最高人民法院等が司法解釈文書でもって本条を修正する行為は明
らかに違憲であるといわなければならない。
　なお，補一条末尾部分の，「1982年5月1日以前に犯された犯罪行為」
を「隠し続け」る等の行為が，何故「継続犯罪」となるのか理解に苦し
むところである。
共犯規定
22条「共同犯罪とは，二人以上共同してなす故意の犯罪である。二人以
上が共同でなした過失犯罪は，共同犯罪をもって処断しない。刑事責任
を負うべきものは，彼らの犯した犯罪によってそれぞれ処罰する。」
23条「犯罪集団を組織，指導して犯罪活動を行なった者，または共同犯
罪において主要な役割を果たした者は，主犯とする。主犯に対しては本
法各則に規定あるものを除き，重きに従い処罰しなければならない。」
24条「共同犯罪において副次的あるいは補助的役割を果たした者は従犯
とする。従犯に対しては主犯に類推したうえで軽きに従い，あるいは減
軽処罰するか，または処罰を免除しなければならない。」　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八25条「脅迫または騙されて犯罪に加わった者は，その者の犯罪の情状に　四
もとづいて従犯に類推したうえで処罰を減軽するか，免除しなければな
らない。」
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26条「他人の教唆を受けて犯罪を犯した者は，その者が共同犯罪におい
て果たした役割にもとづいて処罰しなければならない。18才未満の者を
教唆した場合には，重きに従い処罰しなければならない。もし教唆され
た者が教唆された罪を犯さなかった場合には，教唆犯に対しては，減軽
または軽きに従い処罰することができる。」
一　二人以上共同して横領をなしたときは，個人の得た額およびその
犯罪における役割によってそれぞれ処断する。横領集団の首要分子に
対しては，集団横領の総額によって処罰する。（82年8月13日全人代常務委
員会法制委員会機関党組「横領罪・収賄罪処罰に関する補充規定（草案）」二条）
二　国家工作要員およびその他の国家の職員・労働者，集団経済組織
工作要員と結託して収賄をなした者は，共犯をもって処断する。（同上，
六条）
三　二人以上共同して密輸をなしたときは，個人の密輸した貨物・物
品の価額または違法所得およびその者の犯罪中における役割によって
それぞれ区別して処罰する。密輸集団の首要分子に対しては，集団の
密輸した貨物・物品の価額または違法所得によって処罰する。（82年8月
13日同上党組，「密輸罪処罰補充規定（草案）」二条）
　　　四　　［無頼罪，故意傷害・傷害致死罪，人身拐取売買罪，銃器・弾薬
　　　不法製造等罪，封建的迷信利用等による反革命活動罪，婦女強制売春
『　　罪，婦女勧誘・収容売春罪の］犯罪方法を伝授し，情状が比較的軽い
丞
こ　　者は，5年以下の懲役に処す。情状が重大な者は5年以上の有期懲役
　　　に処す。情状が特に重大な者は無期懲役または死刑に処す。（83年9月2
　　　日全人代常務委員会「社会治安に重大な危害を及ぼす犯罪分子を厳しく処罰するこ
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とに関する決定」第二条）
五　密輸集団の首要分子に対しては，集団によって密輸した貨物・物
品の価格の総額または違法所得により法により処罰する。（83年12月20日
中央紀律検査委員会・中央政法委員会「重大経済事犯を厳しく処罰することに関す
る意見」一）
六　横領集団の首要分子は，集団による横領の額によって法によって
処断する。（同上，二）
七詐欺集団の首要分子は，集団による詐欺の額によって重きに従い
処罰する。（同上，五）
八　［160条後段の無頼集団犯罪と一般の無頼犯罪の共犯の区別につい
て］無頼集団とは，三人以上が1亘常的にいっしょに集まり，首要分子
の組織，画策，指揮のもとに共同で無頼犯罪行為を実施し，社会秩序
に重大な危害を与える犯罪集団のことをさす。無頼集団を構成するた
めには以下の条件を具えていなければならない。1，三人以上が無頼
犯罪行為を共同で実施するという故意より出でて恒常的にいっしょに
集まること。2，重要な構成員が基本的に固定し，顕著な首要分子が
存在すること。3，数度にわたって共同で無頼犯罪行為を実施する（参
与者は多いときもあれば少ないときもある）か，または組織的，計画的に無頼
犯罪活動を行い，情状が悪質で，危害が重大であるもの。（84年5月26日
両高・公安部「どのように無頼集団を認定し，処理するかに関する意見」）　　　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丞
九　共同窃盗犯罪については，個人が窃盗に参与し，賊を分かった額，
およびその犯罪中の地位と役割に照らして，法によりそれぞれ区別し
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て処罰する。主犯に対しては法により重きに従い処罰する。窃盗集団
の首要分子に対しては，集団の共同故意窃盗総額に照らして法により
処罰する。（84年11月2日両高r当面の窃盗案件処理中の，具体的な法適用上の若
干の問題に関する解答」四の（三））
十　内外が結託して横領または窃盗活動を行なった共同犯罪案件につ
いてどのように犯罪を確定するかの問題に関して。／内外が結託して
横領または窃盗活動を行なった共同犯罪（一般の共同犯罪と集団犯罪を含
む）は，その共同犯罪中の基本的特徴によって犯罪を確定する。共同犯
罪の基本的特徴は，一般に主犯の犯罪の基本的特徴によって決定す
る。／もし共同犯罪中の主犯の犯罪の基本的特徴が横領であれば，同案
中の横領罪の主体身分［横領罪は中国では身分犯である］を具えない
者は，横領罪の共犯でもって処断する。（85年7月18日両高r当面の経済犯
罪案件中の具体的法適用の若干の問題に関する解答（試行）」一の（二））
十一　二人以上の共同横領案件については，個人の所得額およびその
犯罪中の地位と役割によって，それぞれ区別して処罰する。共同犯罪
の横領案件，特に内外が結託した横領案件は，主犯に対して，法によ
り重きに従い処罰する。横領犯罪集団の危害は特に重大である。横領
集団の首要分子は，集団横領の総額によって処罰しなければならない。
（同上，一の（三））
　　十二　“共同して横領犯罪活動を行なう主犯”の項［86年3月24日「人
一　　民検察院が直接受理した経済検察案件の立案基準についての規定」一
八
一　　の3の（2）にある，共同して横領犯罪活動をなした主犯は立案最低基
　　準額である横領額1千元に満たなくても立案の対象となることを規定
　　した項］は，共同犯罪の金額がすでに立案の基準（1千元）を超えてい
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れば，主犯個人の所得が1千元を超えていなくても，主犯に対して立
案できる。（86年3月24日最高人民検察院r《人民検察院が直接受理した経済検察
案件の立案基準についての規定（試行）》中のいくつかの問題に関する説明」三）
十三　二人以上共同して密輸をなしたときは，個人の密輸した貨物・
物品の価額およびその犯罪における役割によってそれぞれ処断する。
密輸集団の首要分子に対しては集団密輸貨物・物品の総価額によって
処罰する。その他の共同密輸犯罪における主犯で，情状が重大なもの
は，共同でなした密輸貨物・物品の総価額によって処断する。（88年1月
21日全人代常務委員会「密輸罪処罰に関する補充規定」第四条）
十四　二人以上共同して横領をなしたときは，個人の得た額およびそ
の犯罪における役割によって，それぞれ処断する。横領集団の首要分
子に対しては，集団横領の総額に照らして処罰する。その他の共同横
領犯罪中の主犯で，情状の重大なものは，共同横領の総額に照らして
処断する。（88年1月21日同上委員会r横領罪・賄賂罪処罰補充規定」第二条）
十五　国家工作要員，集団経済組織工作要員あるいはその他の公務に
従事する要員と結託して賄賂を受け取った者は，共犯をもって論ず。
（同上，第四条）
十六　　［横領罪・賄賂罪処罰］補充規定二条二項は［前掲補十四条の
ように］規定している。共同横領犯罪中各共犯が共同の犯罪の故意に
基づき，共同の犯罪行為を実施したことによって，各共犯は等しく共　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八同横領犯罪行為によって引き起こされた危害結果に対して責任を負　○
う。共同横領中の主犯で情状が重大な者に対しては共同横領の総額に
よって処罰する。共同横領でいまだ賊を分けていない案件は，処罰時
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の，犯罪分子の共同の横領犯罪中での地位，役割に基づいて，あわせ
て横領総額と共犯成員間の平均数額を参照して犯罪分子個人の受ける
べき刑事責任を確定する。共同横領の個人の所得額がいまだ2千元に
達しないが，共同横領総額が2千元を超えるものは，主要な責任者は
処罰しなければならない。その中の情状が比較的軽い者は，その所在
の単位あるいは上級の主管機関によって情状を酌量して行政処罰す
る。（89年11月6日両高「横領罪・賄賂罪補充規定執行の若干の問題に関する解答」
一の（二））
十七　未成年者を利用，教唆して麻薬を密輸，販売，輸送，製造させ
たものは，重きに従い処罰する。（90年12月28日全人代常務委員会r麻薬禁止
に関する決定」二条）
十八　成年者が18才未満の未成年者を教唆して狼褻物品の密輸，製作，
複製，販売，伝播を行なわせた者［は重きに従い処罰する］。（90年12月
28日全人代常務委員会「狼褻物品密輸，製作，複製，伝播犯罪分子処罰に関する決
定」六条の（四））
　　十九　共同窃盗犯罪案件中，各共犯が共同の故意に基づき，共同の犯
　　　罪行為を実施した場合は，共同窃盗犯罪行為によって引き起こされた
　　危害結果に対して責任を負わなければならない。
　　　　一，窃盗集団の首要分子に対しては，集団窃盗の総額により，法
　　　　　　により処罰する。
一　　　二，その他の共同窃盗犯罪中の主犯に対しては，共同窃盗に参与
七
九　　　　　した総額により，法により処罰する。
　　　　三，共同窃盗犯罪中の従犯に対しては，共同窃盗に参与した総額
　　　　　　により，刑法151条または152条を適用する。具体的に量刑をな
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　　　すときは，犯罪分子の共同窃盗中の地位，役割，および不法所
　　　得の額等の情状に基づき，刑法24条2項の規定により，主犯に
　　　比照して軽きに従い，または軽減，もしくは刑を免除する。
共同窃盗の額が巨額にのぼるも，従犯の具体的な犯罪情状にもとづき，
処罰を軽減する必要があるものは，刑法59条1項の規定により，法定
刑以下で刑を科す。共同窃盗の総額が比較的多額にのぼるも，従犯の
犯罪の情状が軽微で，刑罰を科す必要がないときは，刑法32条の規定
によりそれぞれ処理する。（91年4月12日最高人民法院r共同窃盗犯罪案件処
理においてどのように法律を適用すべきかの問題に関する意見」）
注記
　中国法ではしばしば賊物の価額の多少が犯罪の成立要件となったり，
量刑の要件になったりする。たとえば刑法151条「公私の財物を窃盗，詐
欺，奪取し，その額が比較的多額（r比較的大」）であるものは，5年以下の
懲役…　に処す」は前者の例であり，刑法155条「国家工作要員が職務
上の立場を利用して公共財物を横領したものは5年以下の懲役…　　に
処す。額が巨額で，情状が重大なものは，5年以上の有期懲役に処す」
は後者の例である。賊の多寡によってきめこまかに量刑を定めるという
発想は伝統中国法以来のものである。共犯で賊物を取得したとき，総額
でもって犯罪を確定するのか，それとも各人が分得した額によって犯罪
を確定するかは，各人の量刑に直接かかわるし，場合によって犯罪の成
立そのものにかかわってくる。そして中国刑法は総額主義でいくのか，
それとも各人の実際の取得額主義でいくのか，伝統中国法とは異なって
明示していない。補一，補三，補五，補六，補七，補九，補十一，補十一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　七二，補十三，補十四，補十六，補十九の各条はこうした疑問に答えるこ　八
とを意図した規定である。このうち補一条から補十一条までは総額主義
は集団犯罪の首要分子についてのみ適用されているが，補十二条となる
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　と，集団犯罪に該当しない一般の共同犯罪の主犯に対しても総額主義が
　採用されているように思われる。そして補十三，十四，十六の各条にお
　いては集団犯罪以外の「情状重大な」共同犯罪中の主犯にも総額主義を
　採用することが明記され，さらに十九条となると，従犯にっいても総額
　主義でいくことがうたわれている。なお，補一，二，三の各条は補十三，
　十四，十五の各条の非公開の且つ党組による起草段階の草案である。こ
　れは草案といっても試行形式で実施されていたのであり，このいわゆる
　裏の法の試行経験にもとづいて修正した（例えば集団犯罪以外にも総額主義を
　とるべきことうたう）のが表の法としての補十三，十四，十五の各条である。
　　共犯をめぐる問題の一つにいわゆる身分なき共犯の問題がある。日本
　法でも真正身分犯につき身分なき者の共同正犯というものがありえるか
　65条の解釈ともかかわって議論のあるところであるが，中国法は日本法
　と異なりこれに関する明文の規定をおいていない。補二，十，十五の各
　条は身分なき共犯を認めた規定である。
　　補四条は，犯罪方法伝授罪という，刑法典にない新しい犯罪類型の立
　法化である。上記補四条に記された各種犯罪につきその「犯罪方法を伝
　授した」者は，その各犯罪の教唆者として主犯・従犯のいずれかで処断
　するのではなく，この新設罪でもって処断するというのである。犯罪方
　法の伝授と教唆は重なりあう概念であり，したがって上記各犯罪につい
　ては事実上総則の規定は排除されることになり（rこうした犯罪に対して
　は…　犯罪方法伝授罪によって罪名を確定し，公訴を提起する。教唆犯罪によって
　起訴してはならない」との最高人民検察院の84年1月9日の「刑事犯罪に厳しい打撃
　を加える闘争の中で具体的に法を適用するうえでの若干の問題に関する答復」），し
『かもこの犯罪は伝授＝教唆行為自体を処罰の対象とするわけであるか
七
七　ら，「伝授された者が犯罪行為を実施したかどうかは本罪の成立に関係な
　い」（左記答復）ことになる。もっとも中国法では上記刑法26条後段にある
　ように，共犯実行従属性説を採用していないので，被教唆者が実行行為
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におよばなくても教唆者は処罰されるのであるから，補四条による修正
といってもそれは量刑面での変化にとどまる。しかしとどまるといって
も補四条は伝授しただけで最高死刑というのであるからその修正は重大
である。
　補八条は無頼罪後段の集団犯罪と一般の共犯関係の無頼罪との区別に
関する基準の提示である。
付加刑の種類
29条「付加刑の種類は以下のとおりである。（一）罰金；（二）政治的権利
剥脱；（三）財産没収。付加刑は独立して適用することもできる。」
一　第5期人民代表大会第2会会議が採択した中華人民共和国刑法
は，付加刑に除籍（「開除」）の規定が設けられていない。したがって
今後，軍籍の除籍は軍事法院による判決にさいしての付加刑とするこ
とができない。しかし，部隊を純潔強固にするために，行政上なお特
殊な問題を処理する一種の方法として，厳格に統制のうえこれを使用
することができる。具体的には以下のとおり規定する。一，有罪判決
を下された反革命分子は一律に軍籍を除籍する。二，5年以上の有期
懲役に処せられた刑事犯罪分子は，一般には軍籍を除籍しなければな
らない。三，5年以下の懲役に処せられた刑事犯罪分子は，一般には
軍籍を除籍しない。四，刑事責任を追求されない反革命分子およびそ
の他の破壊分子で，たしかに革命軍人の基本条件を喪失している者に
対しては，必要とあらば軍籍を除籍することができる。（79年12月31日中
国人民解放軍総政治部「軍籍開除の使用問題に関する通知」）　　　　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　七
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　六
労働改造
41条「有期および無期懲役に処せられた犯罪分子は，監獄またはその他
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の労働改造場所で刑を執行する。労働能力を有する者は，労働改造を実
行する。」
一　近年，各地の労働改造単位は国営企業の奨励方法を参照して，犯
罪者に対して多様なボーナス（r奨金」）を試行してきた。これは犯罪者
の思想改造の促進と労働効率の向上，企業経営管理に対して，一定の
役割を果たしている。犯罪者の改造と生産の積極性を引き出し，責任
制を遂行し，経済を活性化し，新しい局面を切り開くために，当面，
犯罪者ボーナス支給関係の問題について以下のような通知を出す。／
?， ボーナス支給の原則。犯人に対しては改造と生産の二重考課（r考
核」）責任制を実行し，ボーナスの支給については，犯人の改造の態度
と企業の経済効益との双方を勘案しなければならない。労働改造企業
が改造の指標と国家計画を全面的に完成したときは，ボーナスを支給
することができる。上記の指標を超過達成し，その利潤が前年に比べ
て増大したときは，適切と思われる範囲でより多くのボーナスを支給
することができる。上記の指標を完成せず，また欠損が前年より増大
したときは，原則として支給しない。（84年12月18日司法部・財政部r犯罪者
に対するボーナス支給問題に関する通知」一）
　　二　　［刑法114条の重事故責任罪の犯罪主体に関して，国家・集団の工
　　場，鉱山，林場，建築企業またはその他の企業，事業単位の職工が含
　　まれる。また大衆合作経営組織または個体戸の従業員も含まれるとの，
　　両高86年6月21日の《刑法114条が規定する犯罪主体の適用範囲に関す
』　　る連合通知》の］規定は，労働改造企業にも適用される。拘禁中の犯
七
五　　罪者は労働改造企業の中で直接生産に従事している要員であり，重事
　　故責任罪の犯罪主体を構成し得る。（89年4月3日最高人民検察院r拘禁中の
　　犯罪者が重事故責任罪の主体を構成するかどうかに関する批復」）
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注記
　企業は事業とは異なり営利を目的とする単位であり，補二条は労働改
造犯もこの営利企業の労働者であることを明示したものである。そして
刑法の規定によれば管制および拘役期問中の労働に対しては対価が支払
われることになっているが（34条および38条），懲役刑については何ら規定
がない。そのことは懲役囚に対しては正当な労働の対価は支払われない
ことを意味する。そうした罪囚の勤労意欲をかき立てる方策として出さ
れた通知が補一条の趣旨である。こうした労働改造の趣旨が「改造第一，
生産第二。労働生産を組織する主たる目的は労働改造と思想教育を結合
させるという方法を通して，罪囚が自立した新しい人間へと改造させ
る…　ことにある」（王作富仲国刑法研究』298頁）との公式の説明と異質
であるのは明らかである。こうした労働改造「企業」のもとでの労働は，
服役者に対する生産活動の強制を禁止するILO条約に照らせば違法で
あるし，また中国では強制労働による製品をアメリカに輸出しているの
ではないかとのアメリカ政府の疑惑（アメリカではそうした製品の輸入は法律
で禁止されている）を解消することはできないだろう。
未決拘禁の刑期への算入
42条「有期懲役刑の刑期は，判決執行の日から計算する。未決拘禁した
ものは，拘禁1日を刑期1日に算入する。」
一　隔離審査日時は刑期に換算することができる。…　但し刑法，刑
事訴訟法施行以後は，刑期換算の問題は刑法の関連規定により処理し　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　七なければならない。（80年4月17日最高人民法院「四人組を暴きだす闘争におい　四
て清査された犯罪分子が逮捕前に隔離審査された日時は刑期に算入できるかどう
かに関する批復」）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17
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二　1957年の《行政拘置日時は刑期に換算できるかどうかの問題に関
する批復》を参照して処理するとの意見に同意する。すなわち，もし
被告人の刑罰の対象となった犯罪行為が労働教養の対象となった行為
と同一の行為であれば，その労働教養の日時は刑期に換算し，換算方
法については，労働教養1日を有期懲役または拘役の刑期1日に，管
制の刑期2日に換算することができる。（81年7月6日最高人民法院r労働
教養日時は刑期に算入できるかどうかに関する批復」）
三　［収容審査は］刑期に換算する。（81年9月17日最高人民法院r犯罪者が
刑を科される前に公安機関によって収容審査され，行政拘置された揚合の日時はな
お刑期に算入できるかどうかに関する復函）
　　四　問：刑事犯罪活動に打撃を加える闘争を展開して以来，ある被告
　　人は収容審査された。その中のある者は看取所に身柄を拘束され，ま
　　たある者は臨時の「収審点中」（？）に身柄を拘束された。これらの被
　　告人が有罪を宣告されたとき，収容審査期間は刑期に換算できるか。
　　われわれの研究によれば，もし収容審査されたとき被告人の人身の自
　　由が剥脱されていたときは，刑期に換算されうる。／答：貴院の意見に
　　同意する。すなわち重大刑事犯罪打撃闘争において，被告人が人民検
　　察院が逮捕［日本でいう通常逮捕と勾留双方を含む概念に近い］許可
　　を与える前にすでに公安機関によって収容審査され，もし当時実際に
　　人身の自由を剥脱されていたのであれば，人民法院は刑の宣告のとき
一　　刑法の関係規定に照らして刑期に換算できる。（83年12月30日最高人民法
七
二　　院「人民法院が，重大刑事案件審判において具体的に法を適用するうえでの若干の
　　問題に関する答復（二）」二十五）
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五　被告人が拘置または「逮捕」される以前に，法により居住監視さ
れていた期間は刑期に換算することはできない。／但し…　逮捕され
る前に県の行政拘置所に送られて“監視居住”を執行されたものは，
完全に人身の自由が制限されている。これは被告人に対してとられた
身柄拘束措置であり，法定の監視居住の方法ではない。法律の規定に
照らして，もし被告人が刑事罰の対象とされた犯罪行為と，拘置また
は逮捕される以前に身柄を拘束された行為と同一の行為であれば，ど
こにおいて身柄を拘束されたかは問わず，完全に人身の自由が制限さ
れさえすれば，刑罰に換算でき，身柄拘束1日は管制2日に，また拘
役・有期懲役1日に換算できる。なお，同時に指摘しておかねばなら
ないのは，居住監視執行を身柄拘束に変えることは法律の規定に反す
るということである。（84年12月18日最高人民法院r法による居住監視期間は刑
期に算入することができるかどうかの問題に関する批復」）
六　人民法院が密輸罪を犯した被告人に対して刑事判決をなした後，
もと税関で拘置された期間を刑期に換算することができる。その際は
拘置1日を刑期1日に換算する。（88年2月9日最高人民法院r税関での密輸
罪嫌疑者の拘置期間は刑期に換算すべきかどうかに関する批復」）
注記
　補一条以下すべて42条でいう未決拘禁（原文はr覇押」）の解釈にかか
わる規定である。42条で想定されている刑事訴訟法上の未決拘禁として
は「逮捕」と「拘留」（緊急逮捕に近い概念で最高10日間公安は被疑者の身柄を拘
束できる）があるが，上記補一～六条はいずれもこの刑事訴訟法に予定さ　｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　重
れていない身柄拘束措置であり　　ということは刑事訴訟法によるコン　ー
トロールがきかないということを意味する　　，いずれも刑期に算入す
るというのがその趣旨である。こうした司法解釈文書類によって「隔離
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審査」，「労働教養」，「収容審査」，逮捕前の行政拘置所による監視居住，
税関による拘置と実にさまざまな，刑事訴訟法に定めなき身柄拘束措置
がかって存在し，また現に存在していることがわかる。
　なお，92年8月7日付けの『法制日報』に「飽形被判有期徒刑七年」
という見出しの天安門事件関係の記事が掲載されている。それによれば，
反革命宣伝扇動罪と国家重要機密漏洩罪の併合罪でもって北京市中級人
民法院は彼に対して懲役7年の刑を宣告したとある。そのさい注目すべ
きは，その刑期に関する「刑期は1989年5月28日より1996年5月28日ま
で」とするとの記事である。この中級法院の判決が下された日付は92年
7月21日となっているから，この判決が下されるまで3年1ヵ月と25日の
期間にわたって未決拘禁されていたというわけであろう。かくも長期に
わたる身柄拘束が刑事および行政法規上のいずれの規定から出てくるの
か，さらにまた，何故この刑期が判決宣告の日からではなく89年5月28
日より始まるのか，理解に苦しむところである。
死刑適用除外例
44条「犯罪時18才未満の者，または審判時に懐胎している婦女は死刑を
適用しない。満16才以上18才未満の者が，もしその犯罪行為が特に重大
であれば執行延期2年つきの死刑を科すことができる。」
　　一　犯罪時18才未満で執行延期つき死刑判決を受けたものが，その執
　　行延期期間中に満18才になった後，改造に抵抗し，情状が悪質で，証
　　拠の調査が事実であるときは，法律の規定に照らして死刑を適用でき
一　　る。（83年9月20日最高人民法院「人民法院が重大刑事案件審判において具体的に
七
一　　法を適用するうえでの若干の問題に関する答復」二）
二　問二刑法44条は［上記のように］規定する。また刑事訴訟法154条
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は「死刑執行前に懐胎を発見したときは，執行を停止し，死刑の調査
同意権をもつ上級人民法院に報告のうえ，あらためて上級法院が裁定
を下す」と規定する。現在以下の二種類の状況があり，上記の規定を
どのように執行するのか。第一の状況は，案件が人民法院に公訴の提
起がなされる前に，被告人が拘禁中に人口流産させられた場合，すで
に懐胎していないと考えることができるかどうか。第二の状況は，法
院が案件を受理した時，被告人が懐胎した婦女であり，人口流産を施
した後で，死刑の判決を下す。我々の考えでは，上記の法律の規定に
よれば，拘禁中であるか，審判時であるかにかかわりなく，懐胎して
いる婦女に対しては死刑の判決を下すべきではなく，そして人口流産
を行なう。すでに人口流産を経たものは，懐胎している婦女と同一視
し，死刑を適用しない。／答：貴院の意見に同意する。この種の案件に
ついては刑法44条および刑事訴訟法154条の規定により処理すべきで
ある。すなわち人民法院は‘‘審判時に懐胎している婦女は，死刑を適
用しない。”もし人民法院が，拘禁中にすでに懐胎していたことを審判
時に発見したときは，なお上記の規定により死刑を適用してはならな
い。（同上，三）
三　問二審判時懐胎している婦女には死刑を適用しないということは
執行延期つきの死刑も科すことができないということかどうか。我々
はこの問題を討論するとき，一つの意見としては，執行延期つき死刑
は執行を延期する死刑制度の一種である。懐胎している婦女に対して
死刑を適用しないということには，執行延期つき死刑を科すことがで
きないということも含まれる。／答二同意する。（83年12月30日最高人民法一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　七院「人民法院が重大刑事犯罪案件審判において具体的に法を適用するうえでの若干　O
の問題に関する答復（二）」十九）
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注記
　補二条は44条の「審判時」の解釈をめぐる文書であり，第一の状況に
関して，「審判」前の拘禁中の段階で「流産させら」れ，審判時には懐胎
していなくても，「審判」時の懐胎に含めるとという趣旨である。審判段
階と公安による捜査段階（における逮捕，勾留）とは本来異なる段階である
から，この解釈は拡張解釈の範囲をはるかに逸脱した解釈と言わねばな
らない。これは被告人には有利にはたらく解釈であるが，審判とそれ以
前の捜査，起訴の各段階とが範疇的に区別されているところで，果たし
てこうした解釈が出てくるか疑問である。それにしても，未決拘禁中の，
また裁判段階中の懐胎婦女に堕胎を強制するとはあまりにも重い中国の
現実である。
執行延期つき死刑の減刑
46条「執行延期つき死刑の判決を受け，執行延期期間において，確かに
改俊ありと認められた場合には，2年の期間満了後，無期懲役に減刑す
る。もし確かに改俊が認められ，かつ功績も認められた場合には，2年
の期間満了後，15年以上20年以下の懲役に減刑する。もし改造を拒み，
情状が悪質で，間違いのないことが確かめられたときは，最高人民法院
の裁定または許可を経て死刑を執行する。」
　　一　死刑執行延期2年の罪犯に対しては，その者が法律，監獄規則を
　　遵守し，労働改造の実があがり，確かに改俊の跡が認められるときは，
　　執行延期期間満了後，改俊の跡が一般的であるとか，比較的良いとか，
二：　功績が認められる等のさまざまな状況を区別して，ただちに減刑しな
ノペ
九　　ければならない。すでに2年以上5年未満服役している場合は，無期
　　懲役または15年以上20年以下の懲役に減刑することができる。すでに
　　　5年以上10年未満服役している場合は，12年以上15年以下の懲役に減
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刑することができる。すでに10年以上15年未満服役している場合は，
7年以上10年以下の懲役に減刑することができる。すでに15年以上20
年未満服役している場合は，2年以上5年以下の懲役に減刑すること
ができる。すでに20年以上服役している場合は，2年以下の懲役に減
刑することができる。（79年10月10日両高・公安部r執行延期つき死刑犯および
無期懲役犯の減刑問題に関する連合通知」一）
二　上記の規定［刑法46条の規定］は必ず厳格に執行しなければなら
ない。執行延期2年の期間内に，改造を拒み情状が悪質ということが
ない場合にも無期懲役に減刑しなければならない。（89年2月14日最高人
民法院発布「全国法院の減刑，仮釈放工作座談会紀要」二の（二））
注記
　補一条はわかりにくい規定である。執行延期つき死刑犯については執
行延期期間満了後「ただちに減刑しなければならない」とある以上，「す
でに2年以上5年未満服役…　　」の各準則は不必要なはずである。刑
法典制定以前に，執行延期つき死刑の判決を受けた罪犯がそのまま収監
され続けている状態を想定しての規定ということであろうか。なお減刑
の幅については後掲71条の項を参照のこと。次に，46条前段は改俊の態
度が認められることを条件として減刑を定めているが，補二条はそうし
た積極的態度が認められなくても，改造を拒み，情状が悪質という事情
がない限り無期懲役に減刑すべきであると修正している。
政治的権利の剥脱　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノヤ50条「政治的権利の剥脱とは，以下に掲げる権利の剥脱のことである：入
（一）選挙権と被選挙権；（二）憲法四五条［現行82年憲法では三五条の
表現の自由に関する権利規定］が定める各種権利；（三）国家機関の職務
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を担任する権利；（四）企業，事業単位および人民団体の指導的職務を担
任する権利。」
51条「①政治的権利の剥脱の期間は，本法第53条の規定を除けば，1年
以上5年以下とする。②管制に処せられ，政治的権利剥脱が付加された
者で，政治的権利剥脱の期間が管制の期間と等しい場合は，両者を同時
に執行する。」
52条「反革命分子に対しては政治的権利を剥脱しなければならない。重
大な社会秩序破壊分子に対しては，必要なときは，また政治的権利の剥
脱を付加することができる。」
53条「死刑，無期懲役刑に処せられた犯罪分子に対しては，政治的権利
を終身剥脱しなければならない。②執行延期つき死刑を無期懲役または
有期懲役に減刑するときは，政治的権利剥脱を付加する期限は3年以上
10年以下としなければならない。」
54条「政治的権利の剥脱の刑期は，懲役，拘役の執行が完了した日から，
あるいは仮釈放の日から起算する。政治的権利剥脱の効力は当然に主刑
執行期間中にも及ぶ。」
　　一　当面社会治安に重大な危害を及ぼす犯罪活動を厳しく処罰する状
　　況のもと，かって刑事罰を宣告されるも政治的権利を剥脱されていな
　　い重大刑事犯および身柄を拘禁されて捜査，起訴，審判中の者が選挙
　　権を行使できるかどうかの問題について，ある地方で問題と意見を提
　　起した。（中略）
　　　一，1983年3月の全人大常務委員会で採択した《県級以下の人民代
エ　　　表大会代表の直接選挙に関する若干の問題》は，すでに刑を宣告さ
ノヤ
七　　　れた犯罪者および現在捜査，起訴，審判中の者の選挙権の問題につ
　　　いてすでに規定を設けた。この規定は憲法の選挙権，被選挙権の規
　　　定に関する原則を確定し，適切であり，このたびの県，郷の直接選
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　挙業務においてもなお貫徹執行しなければならない。
　二，このたびの，社会治安に重大な危害を与える刑事犯罪活動を厳
　しく処罰する中で，反革命により，あるいは重大社会秩序破壊案に
　よって身柄が拘禁され，逮捕，起訴，審判中の者は，法律の規定に
　より人民検察院または法院の決定を経て，拘禁中は選挙権行使の権
　利を停止する。その他の，いまだ人民検察院または人民法院の決定
　を経て，選挙権行使の権利を停止されていないものは，選挙権の行
　使を付与しなければならない。
　三，現在服役中の反革命犯および死刑・無期懲役に処せられたその
　他の犯罪者に対して，政治的権利の剥脱を付加されていないものは，
　人民法院の裁判監督手続により政治的権利を剥脱しなければならな
　い。有期懲役に処せられ（執行延期つきの死刑で減刑された者も含む），現
　在服役中の故意殺人，強姦，放火，爆破，毒薬投与，強盗，無頼行
　為，重大な窃盗等の重大社会秩序破壊犯罪で，選挙権剥脱を必要と
　するものは，また人民法院の裁判監督手続によって政治的権利を剥
　脱することができる。（中略）
　四，今後，反革命罪犯及び死刑・無期懲役に処せられたその他の犯
　罪者に対して，各級法院は裁判時に刑法52条，53条の規定により一
　律に政治的権利を剥脱する。重大社会秩序破壊事犯に対して政治的
　権利を剥脱する必要があるときは，また刑法52条の規定により，同
　時に政治的権利剥脱を付加しなければならない。（84年3月24日全人代
法制工作委員会・最高人民法院・最高人民検察院・公安部・司法部・民政部「服役
中の犯罪者および拘禁中の者の選挙権の問題に関する連合部通知」）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全注記　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ
　54条では政治的権利剥脱の効力は「主刑」執行期間にも及ぶとあるが，
補一条の二によって，さらに刑事罰としての主刑執行以前の逮捕，起訴，
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審判中の拘禁者にもその効力が及ぼされている。ここでは選挙権だけが
明記されているが，身柄拘束中である故，憲法35条の表現の自由の権利
も同様に否定されていると解すべきである。他方，刑法52条によれば反
革命罪犯は，また53条によれば死刑・無期懲役犯は必ず政治的権利を剥
脱しなければならないと規定されているのであるから，補一条の三にい
う「服役中の反革命犯および死刑・無期懲役に処せられたその他の犯罪
者に対して，政治的権利の剥脱を付加されていない」者とは，結局刑法
典が施行される1980年以前に判決が下された罪囚のことをさすと考える
ほかない。そうであるとすると，補一条の三は「通知」の形式でもって
刑事罰を遡及させた例ということになる。
刑の「従重」「従軽」「減軽」規定
58条「犯罪分子が本法の規定する重きに従い処罰する，または軽きに従
い処罰する情状があるときは，必ず法定刑の限度内で刑罰を科さなけれ
ばならない。」
59条「①犯罪分子が本法の規定する減軽処罰の情状を具えているときは，
法定刑以下で刑を宣告しなければならない。②犯罪分子が，本法の規定
する減軽処罰の情状を具えていなくても，もし案件の具体的状況にもと
づいて，法定刑の最も軽い刑で判決を下してもなお重すぎるものは，人
民法院裁判委員会の決定を経て，法定刑より軽い刑罰を科すことができ
る。」
　　一労働改造犯が逃亡後，ふたたび犯罪を犯したときは，重きに従う
エ　　か，または加重処罰する。（81年6月10日全人代常務委員会r逃亡，再犯の労
ノペ
五　　働改造事犯，労働教養処分者の処理に関する決定」二条）
二　労働教養処分者，労働改造犯が検挙者，被害者，司法工作者およ
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び違法犯罪行為を制止した幹部，大衆に対して凶行報復に及んだとき
は，その犯した犯罪行為の法律規定により，重きに従い，または加重
処罰する。（同上，三条）
三　重大社会治安事犯［1，無頼犯罪集団の首要分子，凶器を携帯し
て無頼犯罪活動を行なう者；2，故意身体傷害・傷害致死で情状が悪
質な者，あるいは犯罪分子を検挙，摘発，逮捕拘留し，または犯罪行
為を制止した国家工作要員・公民に対して凶行傷害に及んだ者；3，
人身拐売集団の首要分子，または人身拐売の情状が重大なもの；4，
銃器・弾薬・爆発物を不法に製造，売買，輸送または窃盗，奪取し，
情状が特に重大な者，または重大な結果をもたらした者；5，反動的
な会道門を組織し，封建的迷信を利用して，反革命活動を行い，社会
治安に重大な危害を与えた者；6；婦女を勧誘，収容，強制して売春
させ，情状が重大な者］に対しては，刑法が規定する以上の刑を科し，
死刑に処すこともできる。（83年9月2日全人代常務委員会r社会治安に重大
な危害を及ぼす犯罪分子を厳しく処罰することに関する決定」一条）
四　労働改造犯，労働教養処分者の犯罪に対してどのように加重処罰
するか［との問い合わせに対する回答］。全人大常務委員会の本決定［上
記81年決定］に対する説明によれば，加重処罰すべきものは，“罪一等
を加える”，すなわち“法定の最高刑以上の格で処断する。たとえば法
定刑が最高10年の懲役であれば，10年以上15年以下で有期懲役に処す。
また法定刑最高15年の懲役であれば，無期懲役に，また法定刑が最高
無期懲役であれば，死刑を科すことができる。”（84年3月3日両高・公安　エ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノヤ部・司法部「労働改造犯，労働教養処分者の犯罪案件処理中の，関係法律執行のう　四
えでの若干の問題に関する答復」三）
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五　人身誘拐売買案件中の，法定の従重，従軽，減軽，加重処罰の情
状を具えた犯罪者は，法により従重，従軽，減軽，加重処罰すること
ができる。（84年3月31日両高・公安部「当面の，人身誘拐売買案件中の具体的法
適用の若干の問題に関する解答」四の5）
注記
　刑法総則には法定刑より重い刑を科すことのできる加重処罰の規定は
おかれていない。補一，二，四条は再犯者に対する，補三，五条は特定
犯罪につき加重処罰規定を定めたものである。なお，累犯の箇所でも言
及するが，労働教養処分は刑事罰ではない。しかるに，処分後犯罪を犯
したら再犯者として（しかも加重処罰として）処断するというのであるから，
労働教養処分はここでは刑事罰と同等視されている。補四条中に出てく
る“罪一等を加える”という用法は，一等の範囲の違いを別とすれば，
伝統中国法に馴染みの専門用語でもある。因みに有期懲役以上の刑の各
等級を記せば，懲役一年，二年，三年，五年，七年，十年，十五年，無
期懲役，死刑の九等からなっている。
　　累　　犯
　　61条「①有期懲役以上の刑罰を受けた犯罪分子が，刑罰執行後または赦
　　免後3年以内に再び有期懲役以上の犯罪を犯した場合は，累犯とし，重
　　きに従い処罰しなければならない。但し過失犯はこれを除く。②前項の
　　規定の期間は，仮釈放された犯罪者に対しては，仮釈放の期間満了の日
　　より起算する。」
二：62条「刑罰が完全に執行され終わった，または赦免された後の反革命分
登
二子が，再び反革命罪を犯したときは，再犯の時期にかかわりなくすべて
　　累犯をもって処断する。」
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一　労働教養処分者が教養処分解除後3年以内に犯罪を犯し，または
逃亡後5年以内に犯罪を犯した者は，重きに従い処罰し，且つ本人の
都市の戸籍を抹消し，期間満了後の改造の跡が確かに認められる者以
外は一律に当該施設に留めて就業させ，もとの大・中都市には帰して
はならない。（81年6月10日全人代常務委員会「逃亡あるいは再犯の労働改造犯お
よび労働教養処分者を処理することに関する決定」一条）
二労働改造犯が逃亡後再度罪を犯したときは重きに従い，あるいは
加重処罰する。刑期満了後ふたたび（r重新」）犯罪を犯した場合は，重
きに従い処罰する。刑期満了後，一律に当該施設に留めて就業させ，
もとの大・中都市に帰してはならない。（同上，二条）
三　［89年天安門事件の刑事犯罪分子が］，以前に有期懲役以上の刑に
処せられたことがあり，累犯の条件に合致するときは，法により重き
に従い処罰しなければならない。当該犯罪分子が逃亡またはふたたび
（r重新」）犯罪を犯した労働改造犯および労働教養処分者に属するとき
は，全人代常務委員会の［前掲補一，二の］決定により処断する。（89
年8月1日両高「反革命暴乱および政治動乱中の犯罪案件の具体的法適用の若干の
問題に関する意見」）
四　麻薬の密輸，販売，輸送，製造，不法所持により刑を受けた後，
また本決定の規定する罪を犯した場合は，重きに従い処罰する。（90年
12月28日全人代常務委員会「麻薬禁止に関する決定」十一条）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム合注記　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　補一条は労働教養処分者を対象とした規定である。労働教養処分は刑
事裁判手続によらない行政処分（または行政上の強制措置）である。したが
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って労働教養処分者が処分満了後に犯罪を犯したとしても再犯者ではな
いから，累犯の規定を適用できないはずである。しかるに補一条のよう
な規定が設けられたということは，労働教養処分の対象となった行為と
犯罪とが同等視されていると判断せざるを得ない。そして，補一条では
刑法61条の再度「有期懲役以上」の犯罪を犯すという制約が取り払われ
ている。さらに，補二条ではそれに加えて「三年以内」という枠も取り
払われている。再犯の時期に関係なく累犯規定が適用される62条ですら，
再犯の犯罪類型が反革命罪であることを要件としているのであるから，
補二条は事実上刑法典の累犯規定を死文化したものということができ
る。この規定は特に時限立法である旨はうたわれていないから，労働改
造犯，すなわち有期・無期懲役（で減刑）に処せられた犯罪者が刑期満了
後，ふたたび犯罪を犯したときはこの規定によって処断されるはずであ
る。しかし，そう考えると補三条，および補四条は理解しがたい。ここ
では刑法典61，62条の適用が復活しているからである。特に補三条の前
段の，「有期懲役以上の刑に処せられ，累犯の条件（すなわち執行終了後3年
以内に有期懲役以上の犯罪を犯した場合）に合致する」との規定と，後段の，
「（刑期満了後）再び犯罪を犯した労働改造犯に属する者」は「全人代の決
定によって処断する」との規定はどのように整合的に理解したらよいか
わからない。記して後考に備えたい。
　罪　　数
　64条「判決宣告以前に一人で数罪を犯したものは，死刑および無期懲役
　以外は，刑期の総和以下，数刑中最高刑の刑期以上で，情状を酌量して
エ執行の刑期を決定する。但し管制は最高でも3年を超えることはできな
ノヤ
ー　い。拘役は最高でも1年を超えることはできない。有期懲役は最高でも
　20年を超えることができない。もし数罪中付加刑を科すべきものは，付
　加刑はなお執行しなければならない。」
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65条「判決宣告後，刑罰が執行され終わる以前に，刑罰を科された犯罪
分子に判決宣告以前にさらにまだ判決されていない別の犯罪があること
が発見されたときは，その新しい犯罪に対して判決を下さなければなら
ない。そのさいは，前後両判決で下された刑罰について，64条の規定に
より，執行する刑を決定しなければならない。すでに執行した刑期は，
新しい判決で決定した刑期に算入しなければならない。」
66条「判決宣告以後，刑罰が執行され終わる以前に，当該刑罰に処せら
れた犯罪分子がさらにまた犯罪を犯したときは，新しく犯した犯罪に対
して判決を下さなければならず，そのさい前罪のいまだ執行され終わっ
ていない刑罰と後罪の宣告された刑罰について，本法64条の規定によっ
て，執行する刑罰を決定しなければならない。」
一　公金を流用して密輸，投機不正取引，賭博等の不法活動を行ない，
流用金額が横領罪の刑事責任を追求する額に達したものは，横領罪を
もって処断する。その流用の期間は6ヵ月を過ぎるを要するとの制限
を受けない。6ヵ月未満でも，横領罪でもって処断することができる。
その不法活動がその他の犯罪を構成するものは，法によって数罪併罰
を実行する。（85年7月18日両高r当面の経済犯罪案件処理中の具体的法適用の若
干の問題に関する解答（試行）」一の（四）の2）
二　被告人が刑期を終了して釈放された後，また犯罪を犯した案件を
処理するとき，前罪判決前または前罪判決の刑罰執行期間に，別の犯
罪を犯し，しかも処断されていないことが発見されたときは，刑法の
規定によって追訴しなければならない。もし漏れた罪と新罪とが異な　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　六った種類の犯罪であれば，…刑法64条によって数罪併罰を実行する。○
もし漏れた罪と新罪とが同一種に属するときは，一罪として重きに従
い処断し，数罪併罰を実行しない。（85年8月21日最高人民法院r人民法院の，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　31
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重大刑事犯罪案件審判中の，具体的法適用のうえでの若干の問題に関する答復
（三）」三十四）
三　数罪中一罪または数罪が無期懲役または死刑（執行猶予つきを含む）
に処すべき案件に対して，どのように数罪併罰するのか，各地の法院
の取り扱いは異なる。ある法院では，各罪にっいてそれぞれ量刑し，
さらに執行すべき刑を決定する。また別の法院では，罪名を列挙する
も，量刑は別々には示さず，ただその中の最高刑だけを示す。裁判の
実践からすると，これらの案件に対してもし別々に量刑を示さなけれ
ばどの罪がどの量刑かが分からず，被告人の上訴権に影響を及ぽし，
また上級法院による原判決の量刑が適切であるかどうかの審査に困難
が生じる。このため，特に以下のように通知する：今後，被告人の数
罪に対して，その中の一罪または数罪が無期懲役または死刑に処すべ
き場合，各罪に対してそれぞれ量刑を示し，しかるのちにその中の最
高刑を執行することを決定する。（87年6月26日最高人民法院r数罪中，無期
懲役以上の刑に処せられた案件はどのように数罪併罰するかに関する通知」）
四　貴重文物，名所旧跡を破壊する犯罪行為で，同時に他の犯罪に触
れるものは，その中の重き罪によって重きに従い刑事責任を追求する。
（87年11月27日両高「文物の窃盗，盗掘，不法経営案件の処理において具体的に法
を適用するうえでの若干の問題に関する解釈」三）
　　五　営利を目的として狼褻な書画，ビデオの出版，印刷，発行，販売
一　　活動に従事し…　　その中で不法経営または不法に獲得した利益額が
五
九　　巨額にのぼるか，情状が重大なものは，単に狼褻書画製作・販売罪に
　　触れるだけでなく，投機不正取引罪にも触れ，この場合は投機不正取
　　引罪でもって処断しなければならない。（87年11月27日両高r不法出版犯罪
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活動を厳しく処罰することに関する通知」二）
六　数次にわたり密輸をはたらき，いまだ処理されていないものは，
密輸貨物・物品の価額を累計して処断する。（88年1月21日全人代常務委員
会「密輸罪処罰に関する補充規定」四条）
七　数次にわたり横領をはたらきいまだ処理されていないものは，横
領額を累計して処断する。（88年1月21日全人代常務委員会r横領罪・賄賂罪
処罰に関する補充規定」二条）
八　公金を流用して不法活動を行い，その他の犯罪を構成するものは，
数罪併罰の規定に照らして処断する。（同上，三条）
九　不法利潤を得るために，他人が登録した商標標識を不法に製造，
販売した場合を含めて，他人の登録した商標を盗用し，その不法経営
額または不法利益額が巨額で，情状が重大なものは，商標盗用罪を構
成し，また投機不正取引罪をも構成する。その中で重き罪の投機不正
取引罪によって処罰する。（88年12月26日最高人民法院r商標盗用案件の二つ
の問題に関する批復」（二））
十　非郵便電信工作要員が，不法に他人の郵便物を開封し，公民の通
信の自由権を侵害し，情状が重大で，且つ中から比較的多額の財物を
窃取したものは，重罪は軽罪を吸収するとの原則により，刑法の窃盗
罪に関する規定により重きに従い処断する。（89年9月15日最高人民検察院　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　五
「非郵便電信工作要員力～他人の郵便物を不法に開封し，且つ中から財物を窃取し　八
た案件の犯罪の確定問題に関する批復」二）
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十一　非郵便電信工作要員が，不法に他人の郵便物を開封し，公民の
通信の自由権を侵害し，情状が重大で，且っ中から為替手形を盗み取
り，名前を偽って現金化したものは，刑法の公民の通信の自由侵害罪
と詐欺罪の規定により，法により数罪併罰を実行する。（同上，三）
十二　数次にわたり麻薬を密輸，販売，輸送，製造し，いまだ処理を
経ていないものは，麻薬の数量を累計して計算する。（90年12月28日全人
代常務委員会「麻薬禁止に関する決定」二条）
　注記
　　中国刑法は，罪数論中併合罪のみを規定する。しかし，学説としては
　法条競合，観念的競合，牽連犯，連続犯等さまざまなタイプの罪数に関
　する理論が紹介されている。そして司法実務においてもそれらの多くは
　採用されているようである。このことは上記の補充規定・文書類からも
　一端が窺える。補一条は，やや奇妙な規定である。公金流用行為は，災
　害救助のための特定物資の流用行為が刑法126条で処罰されるのを除き，
　従来は刑事罰の対象とはされてこなかった（公金流用には横領罪のような永
　久に公共財物を領得する意，思が認められないことをその理由とする）。この公金流
　用行為を刑事罰の対象とすることを初めて規定したのがこの補一条のも
　とをなす「解答」（試行）である。但しここではまだ当該行為に横領罪を準
　用することが定められたに止まる。補一条における「密輸，投機不正取
　引，賭博等の不法活動」とは，刑事罰の対象にまで至らない不法行為の
　ことをさし，もしそれらの不法行為が取引額の程度，情状の程度によっ
『　て犯罪として成立するときは，数罪併罰として処断されることになる。
五
七　この公金流用行為に横領罪を準用するということが改められ，公金流用
　罪という新罪名が設けられたのは88年1月の全人代常務委員会の補充規
　定によってである。それに伴って補一条は補七条によってとって替わら
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れたことになる。
　補二条は刑法65条，66条が想定する事態の一種のバリエイションであ
る。ただ，「漏れた罪と新罪とが同一種」の罪に属するときは一罪として
重きに従い処断するというのであるから，これは接続犯として処断する
ことを明記したものである。補六，補七，補十二の各条も同様である。
数罪中一罪または数罪が死刑，無期懲役刑であるときは，わざわざ規定
に明示するまでもなく吸収主義がとられるわけであるが，補三条は甲罪
につき懲役5年，乙罪につき懲役7年，丙罪につき死刑というふうに個
別に刑を宣告すべきであることを通知したものである。
　中国の罪数論において問題になるのは補九条のような法適用の操作で
ある。本条における商標盗用罪と投機不正取引罪はいずれも経済不正行
為を取り締まる規定であり，その中で前者は特別法，後者は一般法とし
て位置付けられている。したがって一個の行為が両方の構成要件に該当
するときは，法条競合の見地からして，特別法は一般法に優位するとの
基本的約束事により，特別法，すなわち商標盗用罪の一罪だけが成立す
るというのが論理の必然である。しかし，中国では罪刑対応原則が単に
立法段階だけでなく，司法段階でも採用されるべき基本原則であるとの
考えが学説上有力に唱えられており，司法解釈としても補九条に見られ
るようにそれが採用されているわけである。中国法が法の論理性より
個々の事件における妥当な量刑の方を重視する傾向のあることをよく示
す一例である。補五条も同様の問題を有する。このような法適用の操作
は，その後90年7月6日の両高「狸褻物品刑事案件処理での具体的法適
用に関する規定」二条でも踏襲され，これが否定されるのは，90年12月
28日の全人代常務委員会の「狼褻物品密輸，製作，販売，伝播犯罪分子一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至
懲罰に関する決定」の制定び91年1月7日の最高人民法院の「［左の決定］ハ
を正しく執行することに関する通知」二条の明示化によってである。否
定といっても，それは無理に投機不正取引罪を適用するまでもなく狸褻
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35
　早法69巻1号（1993）
物品の製造，販売等の行為に重き刑を適用できるように法を改正したこ
とによる（詳細は刑法各則の編を参照）。
　補十条は牽連犯の具体的例である。他人の郵便物を開封する行為とそ
こから財物を窃取する行為が手段と目的として密接な関係にあるため
に，重罪をなす窃盗罪でもって処断するというわけである。ただ，郵便
物を抜き取るような行為を処罰する191条は国家郵便電信工作要員を主
体的要件とする身分犯であり，一般人民にそれを適用するというのは類
推適用に該当する。刑法79条において類推適用容認規定が設けられてい
るが，従来の支配的学説および実務においては，犯罪の客体，主体（一般
主体と特別主体），主観（故意と過失〉の各領域において同一範疇iに属する場
合にのみ類推は容認されるとされてきたが，補十条の司法解釈文書は特
別主体に関する規定を一般主体にも類推したわけであるから，その一角
を否定したものといえる。しかし，翻って考えれば，一般人民が他人の
財物を窃取する行為なのだから，わざわざ無理な類推適用操作をして牽
連犯として処理するまでもなく，窃盗罪一罪だけで処断すればすむもの
のように思われる。
　順序が前後したが，補四条は観念的競合の一例をなすかと思われる。
　刑の執行猶予
　67条「拘役，3年以下の懲役に処せられた犯罪分子に対しては，その犯
　罪の情状および悔唆の態度にもとづき，刑の執行猶予を適用しても再び
　社会的危害を引き起こすことがないと判断されるときは，刑の執行を猶
　予することができる。…　　」
一68条「①拘役刑の執行猶予観察期間は原判決の刑期以上1年以下とする五
五が，ただし1ヵ月より少なくしてはならない。②有期懲役刑の執行猶予
　観察期間は原判決の刑期以上5年以下とするが，ただし1年より少なく
　してはならない。③刑の執行猶予観察期間は，判決確定の日から計算す
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る。」
69条「反革命犯および累犯には，刑の執行猶予を適用しない。」
70条「刑の執行猶予を宣告された犯罪者は，刑の執行猶予観察期間中，
公安機関が所属単位あるいは末端組織に移して観察させ，再び新しい罪
を犯すことなく，刑の執行猶予観察期間を満了した場合には，原判決の
刑はもはや執行されない。再び新しい罪を犯した場合には，刑の執行猶
予を取り消し，前罪および後罪で科せられた刑罰にっいて，本法64条の
規定に従い，執行すべき刑罰を決定する。」
一　戦時において，3年以下の懲役に処せられるも，現実的危険がな
いとして刑の執行が猶予された犯罪軍人に対しては，功績をたてて罪
をあがなうことを許す。たしかに功績が認められると，原判決を取り
消し，犯罪として処断しない。（81年6月10日全人代常務委員会「軍人職責違
反処罰暫定条例」二十二条）
二　執行猶予の運用については，刑法67条，68条，70条の規定に符合
しなければならず，執行猶予は原判決の刑罰から独立して存在するこ
とはできない。したがって，執行猶予期間の単独の短縮は法的根拠が
ない。拘役または3年以下の懲役において執行猶予を宣告された場合，
もし執行猶予期間中に際立った悔俊の情または功績が認められるとき
は，刑法71条［管制，拘役，有期懲役または無期懲役に処せられた犯
罪者が，執行猶予期間中に，確かに改俊しまたは功績があった場合は，
減刑することができる。ただし一回または数回の減刑後に実際に執行
する刑期は，管制，拘役および有期懲役に処せられた者については，　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　五
原判決の刑期の二分の一より少なくしてはならない。無期懲役に処せ　四
られた者については，十年より少なくしてはならない。］の規定を参照
して，原判決の刑罰に対して減刑をし，同時にその執行猶予の期限を
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短縮することができる。減刑後の刑期は原判決の刑期の二分の一より
短くてはならず，減刑後，それに対応して短縮できる執行猶予も減刑
後の刑期より短くすることはできない。拘役刑の場合の執行猶予期間
は1ヵ月より短くすることはできない。懲役刑の執行猶予は1年より
短くすることはできない。（85年5月9日最高人民法院r執行猶予期間中に態
度良好の犯罪者についてその執行猶予期問を短縮できるかどうかに関する批復」）
注記
　補二条は執行猶予期間の短縮を条件つきながら認めた文書である。補
一条は，特別法による刑法典の規定の例外規定である。
有期・無期懲役刑の減刑
71条「管制，拘役，有期懲役または無期懲役に処せられた犯罪者が，執
行期間中に，確かに改唆しまたは功績があった場合は，減刑することが
できる。ただし一回または数回の減刑後に実際に執行する刑期は，管制，
拘役および有期懲役に処せられた者については，原判決の刑期の二分の
一より少なくしてはならない。無期懲役に処せられた者については，十
年より少なくしてはならない。」
　　一　無期懲役犯が，法律・監獄規則を遵守し，労働改造の実もあがり，
　　確かに改俊し，または功績がある場合には，2年間の服役が満了した
　　後で，情状を樹酌して減刑しなければならない。服役が2年以上5年
　　未満の場合は，13年以上18年以下の懲役に減刑することができる。5
一　　年以上10年未満服役した場合は，10年以上13年以下の懲役に減刑する
亟
二　　ことができる。10年以上15年未満服役した場合は，5年以上8年以下
　　の懲役に減刑することができる。15年以上20年未満服役した場合は，
　　　3年以下の懲役に減刑することができる。すでに20年以上服役してい
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るときは，1年以下の懲役に減刑することができる。（79年10月10日両高・
公安部「執行延期つき死刑犯および無期懲役犯の減刑問題に関する連合通知」一）
二　無期懲役犯が刑の執行期間において，確かに改俊し，または功績
があった場合は，服役2年後すみやかに減刑することができる。無期
懲役犯の減刑と，執行延期つき死刑犯および長期の有期懲役犯の減刑
とのバランスを保つために，確かに改俊し，または功績のあった無期
懲役犯に対して，一般には18年以上20年以下の有期懲役に減刑するこ
とができる。確かに改俊し，且つ功績があった場合は13年以上18年以
下の有期懲役に減刑することができる。／有期懲役犯が刑の執行期間
において確かに改俊し，また功績があった場合は，一般には一回につ
き1年以下の懲役を減刑することができる。確かに改俊し且つ功績が
あった場合は一般には一回につき2年以下の懲役を減刑することがで
きる。重大な功績があった場合はこの減刑の幅の制限を受けない。／管
制，拘役の実刑に処せられ，または拘役または3年以下の懲役刑にし
て執行猶予の宣告を受けた犯罪分子が確かに改俊し，または功績があ
った場合は適当な範囲で減刑することができる。（89年2月14日最高人民
法院発布「全国法院の減刑，仮釈放工作座談会紀要」二の（三））
　三　5年以上の有期懲役犯は，一般には刑の執行が1年半以上経過
した後で減刑することができる。二度にわたる減刑の場合はその間隔
は1年以上あいていることを原則とする（r為宜」）。5年以下の有期懲役
犯の場合は左記の規定を類推して適当な範囲で短縮することができ
る。功績があった場合は以上の期間の制限を受けない。（同上，二の（四））一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　五
注記
　補一条は無期懲役犯の減刑の幅に関する具体的準則であり，補二条は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　39
　早法69巻1号（1993）
その準則の修正であると同時に，有期懲役犯の減刑の幅について準則を
示したものである。補三条は有期懲役刑の減刑の開始時期についての具
体的準則である。
仮釈放
73条「有期懲役に処せられた犯罪分子が，原判決の刑期の二分の一以上
の執行を終わり，また無期懲役刑の犯罪分子が10年以上執行を経過し，
もしたしかに悔唆の情が認められ，もはや社会に危害を与えないと判断
されるときは，仮釈放できる。もし特殊な情状があれば上記の刑期の執
行の制限を受けない。」
74条「①有期懲役の仮釈放観察期間は，刑がまだその執行を終えていな
い期間とする。無期懲役の仮釈放観察期間は，十年とする。②仮釈放観
察期間は，仮釈放の日から計算する。」
75条「仮釈放された犯罪者は，仮釈放観察期間中，公安機関がこれを監
督し，新しい罪を犯さなかった場合には，原判決の刑罰はすでに執行を
終えたものとみなされる。新しい罪を再び犯した場合には，仮釈放を取
り消し，前罪の未だ執行されていない刑罰と後罪で科せられた刑罰につ
いて，本法第64条の規定に従い，執行すべき刑罰を決定する。」
　　一　　［無期懲役を有期懲役に減刑した罪犯は，原判決の無期懲役刑で
　　実際に10年執行された場合によるか，それとも有期懲役に減刑された
　　後刑期の二分の一を執行した場合によるのかとの問い合わせに対する
　　返答］無期懲役を有期懲役に減刑された犯罪者でもなお原判決の無期
一　　懲役刑により，執行10年以上にしてはじめて仮釈放または「提前釈放」
五
一　　すべきかどうか考慮できる。連合部通知中の「提前釈放」の方法は刑
　　法に規定がないため，明年1月1日以降刑法が施行されるともはや使
　　用できない。（79年11月23日両高・公安部r無期懲役を有期懲役に減刑した犯罪者
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の仮釈放問題に関する批復」）
二　犯罪者が仮釈放の後，帰るべき家があるときは，釈放して家に戻
さなければならない。ただしその中で生産の特殊な必要によるときは，
本人の希望を原則として，個別的問題として処理し，もとの労働改造
単位に留めて工作もしくは生産に従事させることができる。（81年3月
7日公安部十一局「犯罪者を釈放後なお隊に留めて生産に従事させるについての政
治的，物的待遇問題に関する批復」一）
三　労働教養処分者が教養処分後3年以内に犯罪を犯し，または逃亡
後5年以内に犯罪を犯したときは，重きに従い処罰し，且つ本人の都
市の戸籍を取り消し，期間満了後確かに改造の実があがったと認めら
れる者以外は，一律に教養所に留めて就業させ，もとの大・中都市に
戻ることを認めない。労働教養処分者の処分後の犯罪が情状軽微で，
刑事処分に付す必要のない者は，ふたたび労働教養処分に付すか，ま
たは労働教養期間を延長し，且つ本人の都市の戸籍を取り消し，期間
満了後は一般には教養所に留めて就業させ，もとの大・中都市に戻し
てはならない。（81年6月10日全人代常務委員会「逃亡または再犯の労働改造犯
および労働教養処分者の処理に関する決定」一）
四労働改造犯が逃亡後ふたたび犯罪を犯したときは，重きに従い，
または加重処罰する。刑期満了で釈放された後また犯罪を犯したとき
は，重きに従い処罰する。刑期満了後は一律に当所に留めて就業させ，
もとの大・中都市に戻してはならない。／労働改造の期間満了後，軽微　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　五な犯罪行為をはたらき，刑事処分に付するまでもないものは，労働教○
養処分に付し，期間満了後は一般には当所に留めて就業させ，もとの
大・中都市に戻してはならない。／労働改造の成果の得られない改造犯
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は，労働改造期間満了後，当所に留めて就業させる。（同上，二）
五　今後犯罪者が刑期満了で釈放されるときは，全人代常務委員会の
［上記補三，四の］決定によって当所に留めて就業させる者を除き，
《第八回全国労働改造工作会議紀要》によって“みな逮捕前の所在地
または直系親族の所在地に戻さなければなら”ず，一般には当所に留
めて就業させてはならない。（83年5月4日公安部・労働人事部「刑期満了後
当所（当工場〉に留めて就業させている要員の待遇問題に関する通知」
六）
　注記
　　補一条は73条の有権的解釈で，無期懲役から有期懲役に減刑された場
　合の仮釈放の条件はなお無期懲役刑を基準にすることを明らかにしたも
　　のである。なお，「提前釈放」とは直訳すれば予め，もしくは早めに釈放
　するという意味にでもなろうが，釈放の権限を有する主体，刑の執行経
　過期問等その実体は不明である。補二条は仮釈放後の落ち着き先に関す
　　る規定である。また，補三条以下は刑期満了後の落ち着き先に関する規
　定である。刑法には刑の執行を完全に終えた後の本人の落ち着き先に関
　する規定を設けていない。それは特に設けるまでもない自明のことだか
　　らなのであろうか。ところが，補三，四条一これは正確には73条関係
　　の規定ではないが，便宜上ここに付載しておく　　にあるように実際に
　　は刑の執行を終えた後でもなお当所（それまでの労働教養所，労働改造所）に
　留めて労働に従事することが義務づけられている。これらは中国におけ
一　る戸籍制度のあり方と深くかかわる問題である。補五条は事実上，再犯
四
九　者もしくはそれに準じる労働教養処分者については補三，四条恩再犯
　　者以外は本条で処理するという趣旨であろうか。
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国家工作要員の定義
83条「本法でいうところの国家工作要員とは，国家機関，企業，事業単
位おまびその他法律に照らして公務に従事する一切の要員をさす。」
一　本決定でいう国家工作要員とは，国家各級権力機関，各級行政機
関，各級司法機関，軍隊，国営企業，国家事業機構中の工作要員，お
よびその他の各種法律に照らして公務に従事する要員をさす。（82年3
月8日全人代常務委員会「重大経済破壊事犯を厳しく処罰することに関する決定」
一条（一））
二　いわゆる国家工作要員とは，国家各級機関，軍隊，社会団体，全
人民所有制企業・事業中の工作要貝，およびその他各種の，法律に照
らして公務に従事する要員をさす。いわゆる法律に照らして公務に従
事する要員とは，法律の規定にもとづき，人民の選挙を経て，または
国家機関，軍隊，社会団体，全人民所有制，集団所有制企業・事業単
位の委託または招聰（「聴用」〉を受けて管理工作に従事する要員をさ
す。／全人民所有制または集団所有制企業・事業単位が，その財産の全
部また一部を個人または若干人に請負に出して経営させるときは，そ
の請負経営責任者および管理工作要員は国家工作要員の範囲とみなす
べきである。（87年8月10日最高人民検察院r職務解怠罪を正しく認定し，処理す
ることに関する若干の意見」一）
三　刑法83条が規定する“国家工作要員”とは，林・水保護等，委託
を受けて公務に従事する要員を含まない。他人が暴力，威嚇をもって　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四林・水保護人員の任務執行を妨害するものは，公務執行妨害罪をもっ　八
て処断すべきではない。（88年3月10日最高人民検察院r林・水保護人員が職務
執行時において不法侵害を受けたとき，不法侵害者は公務執行妨害罪でもって処断
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早法69巻1号（1993）
すべきかどうかの問題に関する答復」）
注記
　本条は国家工作要員の定義であり，これは収賄罪等の公務の公正さを
損なう漬職罪および財産犯中国家工作要員であることを主体的要件とす
る横領罪等，身分犯の成立に深くかかわる概念である。そして，中国経
済が統制的な計画経済から市場経済へ移行するとともに「国家工作要
員」，「公務に従事する」等の範囲にも変化が生じてきている（各則編に予
定する刑法各則155条の業務上横領罪の項を参照）。補一条は刑法83条の修正と
いう点では特に目新しい点はない。重要な修正（概念の大幅な拡張）をなし
ているのは補二条である。ここでは「国家工作要員」の中に「社会団体」
が包摂されたほか，「公務に従事する要員」ということで「集団所有制企
業・事業単位」および当企業・事業単位の「委託」もしくは「聰用」を
受けた管理工作者が，さらに全人民所有制企業・事業および集団所有制
企業・事業の請負経営責任者および管理工作者が国家工作要員の範疇に
組み入れられている。企業自主権の拡大とともに国家工作要員の範囲が
拡大してきていることの一端がこの補二条からも窺える。他方，補三条
は国家工作要員の限定解釈をなす。
??
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